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第Ⅰ章 調査の概要
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１．調査の目的

２．調査の内容

３．調査プロセス

本業務は、北方領土隣接地域（根室市、別海町、中標津町、標津町及び羅臼町。以下「対象地域」という。）におけ
る受入環境を把握するため、対象地域における宿泊者の動態や宿泊環境（宿泊施設の不足、人手不足による宿泊施設
の稼働率の低下など、受入れ環境の課題）を調査・分析し、実現可能な課題の軽減・解消方策を見いだすことを目的とす
る。

・対象地域及びその周辺地域における受入環境把握に向けた基礎調査
・対象地域の宿泊環境調査
・対象地域の民泊等宿泊施設の清掃員の人材不足等に関する解決手法の調査

地域の現状調査

宿泊施設の利用状況に係る
基礎調査 等

宿泊環境調査

宿泊環境の課題抽出
宿泊施設数 宿泊施設の人手不足

既存宿泊施設の
人材確保手法の検討

実証実験

実現方策の検討

各種統計データ整理
・人口、事業所数等の統計データ整理

アンケート調査・ヒアリング調査等
・宿泊施設（斜里町含む）へのアンケート
・宿泊施設（斜里町含む）へのヒアリング

ヒアリング調査等
・関係事業者へのヒアリング
・宿泊環境調査・分析

人材確保手法の検討
・人材確保手法の先行事例
・文献調査
・地域内、地域外の人材確保手法の検討

民間サービスを活用した実証実験の実施
・スポットワークの導入提案
・おしごと旅の導入提案・実施
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○対象地域の現状

対象地域の人口推移・予測
・対象地域では、総人口が▲39.5％（2020年比）、生産年齢人口が▲48.8％ （同比）、高齢化率が44.1％
（2050年推計）となっており、大幅な人口減少・高齢化率の上昇が進む予測となっている。
・なお、対象地域の中では、中標津町の人口減少・高齢化率の上昇は、他の市町と比較すると緩やかに推移する予測と
なっている一方、羅臼町では、大幅な人口減少・高齢化率の上昇が予測される。（P18参照）

対象地域における受入環境の把握に向けた調査

会の開催
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１．対象地域及びその周辺地域における受入環境の把握に向けた基礎調査

44.1%
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○対象地域内の関係事業者の状況

関係事業者へのアンケート調査結果（対象地域内の宿泊事業者：24事業者）
• 経営課題については、「人材確保」と「施設増設・改修」がそれぞれ41.7％と最も回答割合が高い。
• 人材不足への対応策については、「経営者等の労働時間を増加」が41.7％と最も回答割合が高く、次いで、「給料・
時給を増額」が29.2％、「稼働率を抑制（全客室を利用しない）」が20.8％となっている。

• 人材確保に繋がった人材確保の取組みについては、「知り合い等の紹介」が54.2％と最も回答割合が高く、次いで、
「ハローワーク」が25.0％となっている。（P22参照）

対象地域における受入環境の把握に向けた調査
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経営課題 人手不足への対応策
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○対象地域内の関係事業者の状況

関係事業者へのヒアリング調査結果（対象地域内の宿泊事業者：20事業者）

【宿泊施設の運用】
・シーツのクリーニングなど、リネンは町内外へ外注している。
・民泊の管理業務（緊急の駆けつけ対応も含む）は施設内もしくは近隣に居住して自社で対応している。

【人手不足の状況】
・民宿・ゲストハウスなどの小規模な宿泊施設は、家族や仲間で経営しているため従業員数の不足感は弱い。ただし、従業
員の高齢化によって、今後の人手不足が課題であるとの意見があった。
・知床エリアの一定規模以上の宿泊施設では、従業員の不足感が強く、実際に、客室の稼働率を抑える宿泊施設があった。
・調理人、施設管理者、マネジメント対応などの専門職人材や部屋清掃などの従業員の不足にかかる意見があった。
・繁忙期の従業員確保を課題とする意見があった。一方で、通年雇用は難しいと認識している。

【具体的な人手確保策】
・従業員数の不足を経営者等の労働時間の増加で補っている。
・従業員の確保は、知り合いのからの紹介が中心であり、現在は賄うことができている。しかし、従業員の高齢化が進んでおり、
将来には不安を持つ宿泊事業者もいる。また、ハローワークや新聞広告を利用し、従業員を募集している宿泊事業者もみら
れる。

【新たな人手確保策の利用意向】
・おしごと旅は対象地域内の複数の宿泊施設で導入済み。募集人員以上の応募があり、人気のエリア。導入に至っていない
対象地域の宿泊事業者でも導入に前向きな意見が多い。
・スポットワークの導入に関心を示す宿泊事業者もいるが、対象地域内の宿泊施設では、導入事例はない。
・導入しない理由は、「短時間勤務のメリットを感じない」、「指導の手間がかかる」、「知らないワーカーを部屋に入れることに
抵抗がある」、「手数料が高い」、「業務の切出しが困難」等の意見が挙げられる。
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【滞在型観光コンテンツの不足】
・クルーズや牧場体験等、自然資源を活かした観光コンテンツは一定程度整備されており、観光ポテンシャルは有している。
・一方で、地域全体における人手不足の影響により、観光客に対する地域資源の紹介・提案体制が十分とはいえない状
況がみられる。
・宿泊施設、飲食店、観光関連事業者において人材確保が困難であり、追加的な消費や滞在を促す機会の創出が限
定的となっている可能性がある。
・観光客の一部が対象地域外に宿泊している可能性があり、地域内での滞在時間が短くなっていることが想定される。
・観光コンテンツ事業者と宿泊施設との連携や、滞在を前提とした旅行商品が十分に造成されていないことも、滞在型観
光の阻害要因の一つとして整理できる。

【宿泊施設数の不足】
・時期・曜日・季節により宿泊需要が集中し、特に繁忙期に施設数が不足している。
・対象地域における宿泊施設数は減少しており、宿泊施設数の不足にかかる意見が聞かれる。一方で、中標津町では、
工場などの建設工事が見込まれていることなどから、当面の間は対象地域における宿泊施設の不足が続く可能性がある。
・また、宿泊施設経営者の高齢化が進んでおり、将来的な廃業意向を持つ宿泊施設経営者がみられるなど、今後、宿泊
施設数の減少が滞在型観光の阻害要因となる可能性が高い。

【宿泊施設の人手不足】
・中小規模の宿泊施設：現時点では、従業員の不足等により稼働率を抑制している宿泊施設は少なく、滞在型観光の
阻害要因にはなっていない。しかし、清掃業務や調理業務を中心に、将来的な人手不足による宿泊施設の稼働率低下
が懸念される意見が多く、今後、滞在型観光の阻害要因となる可能性が高い。
・一定規模以上の宿泊施設：従業員の不足による影響が出始めており、滞在型観光の阻害要因となっている。

対象地域における受入環境の把握に向けた調査
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２．対象地域における宿泊環境調査

○基礎調査結果・関係事業者へのヒアリングから見える課題の整理
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【人手不足の現状】
・経営課題として約40％の対象地域内の宿泊事業者が人材確保をあげており、人材不足は対象地域内の宿泊施設にお
ける大きな課題となっている。
・人手が不足していると感じている業務は、部屋清掃とフロント、料理人である。
・中小規模の宿泊施設では人手不足感は低い。ただし、従業員の高齢化によって、中長期的な人手不足を課題と感じて
いる事業者が少なくない。
・一方で、一定規模以上の宿泊施設では従業員の不足による影響が出始めている。
・必要な人材は、長期で働く人材だけではなく、繁忙期の働き手も両方必要である。

【人材確保の方法】
・人手が足りない分は、経営者の労働時間の増加で対応し、現状では稼働率を抑制している例は少ない。
・基本的には知人・友人の伝手で募集している。
・中小規模の宿泊施設では、経営者の労働力と知人・友人からの紹介で、必要な人手を賄うことができている。
・量・質とも必要な人材を確保できなければ、客室稼働率の低下や食事の提供中止、日帰り入浴の見直しなど、売上減少
を招く施策を講じる必要が出てくる。

【新たな人手確保策の利用意向】
・人材を確保するためには、スポットワークなど新たな人材確保策の導入が必要だと考える。
・スポットワークは関心のある事業者がいるが、対象地域内の宿泊施設では、実施の導入事例はない。
・羅臼町や標津町の施設ではおしごと旅は導入済み。募集人員以上の応募があり、人気のエリア。おしごと旅は導入に前向
きな事業者が多い。
・スポットワークを導入しない理由として、アンケートの結果からは担当業務がない、短時間勤務のメリットを感じない、指導の
手間がかかる、手数料が高い、ヒアリングでは知らない働き手を部屋に入れることに抵抗がある、業務の切出しが困難、働き
手のレベルが不明で不安、当日キャンセルの不安、との意見がある。

対象地域における受入環境の把握に向けた調査
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３．対象地域の民泊等宿泊施設の清掃員の人材不足等に関する解決手法の調査

○民泊等宿泊施設の人手不足の状況にかかる整理



第Ⅱ章

地域内人材プール型：自治体や地域の事業者等が主体となり、地域住民を中心とした人材を登録・共有し、域内で複数の
事業者が共同利用する仕組み

スポットワーク型：民間のマッチングプラットフォームを活用し、必要な時間帯・人数に応じて単発的に人材を確保する仕組み
エリア外流入型：地域外在住者を対象として一定期間滞在しながら就労する人材を受け入れる仕組みであり、関係人口や

滞在型就労の枠組みに位置付けられる手法

対象地域における受入環境の把握に向けた調査

8

エリア外流入型スポットワーク型地域内人材プール型区分
民間サービス等民間サービス自治体・地域組織主体
おてつたび、インターン等タイミー等しごとコンビニ、MatchBox、特定地域づくり事業

協同組合制度等
主な例

域外滞在型人材流動的・単発就労者地域内居住者中心人材属性
数日～数週間程度単発・短時間継続的・通年就労期間
募集・受入調整後に開始可能短期間で開始可能人材募集・体制整備が必要運用開始までの準備期間

不要不要必要制度構築の要否
中程度（事前調整必要）高い（即日～数日）遅い（組織体制が必要）確保スピード
計画的な増員が中心機動的に増減可能大幅増員は限定的需要変動対応
中程度限定的比較的高い習熟・定着
一定の習熟が期待 されるばらつきが生じやすい比較的安定業務品質の安定性
事業による無くても運用可能基本的に必要公金の要否
受入調整・滞在支援が必要プラットフォーム上で完結事務局・コーディ ネート機能が必要運営体制
中程度小さい大きい初期負担
関係人口創出等の 波及がみられる限定的域内循環が生じやすい地域経済への波及
滞在を伴い一定期間補完する仕組み需要に応じ機動的に補完する仕組み地域内労働力を安定的に供給する仕組み特徴
可能可能限定的短期試行の実施可否
一定期間の運用で 把握可能短期間でも把握可能長期的視点が必要実証事業の期間内での効

果把握

（備考）各サービス・制度の内容を基に作成

○人手不足解消策の類型化
人材確保に関連するサービスや制度を整理すると、供給主体や人材の属性、就労形態等の違いにより、概ね以下の三類
型に分類することができる。
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・本実証事業は、既存サービスの試行的導入を行い、実務上の運用状況および課題を把握することが目的。そのため、比較
的短期間で運用開始が可能であり、実際の業務現場において即時的に活用可能な仕組みであることが前提条件。需要変
動に応じた柔軟な人材確保が可能であること、さらに実証期間中に一定の運用実績を確保できることが重要な観点

・地域内人材プール型は、地域内労働力を活用した安定的な供給体制を構築する仕組みであり、継続的な運営を前提と
した制度構築型の手法として整理される。一方で、登録人材の確保や事務局体制の整備等に一定の準備期間を要するこ
とから、短期間における試行導入や即時的な効果検証には適さない側面がある。
・スポットワーク型は、既存の民間プラットフォームを活用することで短期間での運用開始が可能であり、必要な時間帯に応じ
た機動的な人材確保が可能な仕組みであることから、実証事業の期間内における運用実績の把握が可能な手法として整
理される。
・エリア外流入型は、一定期間滞在する域外人材を受け入れる仕組みであり、単発的ではない継続就労が可能である点に
特徴がある。募集・受入調整に一定の準備を要するものの、既存サービスを活用することで実証期間内での運用および検証
が可能な枠組みとして整理される。

・制度構築を伴う地域内人材プール型と比較して、既存サービスを活用し短期間で運用開始が可能なスポットワーク型およ
びエリア外流入型は、本実証事業の実施条件である「即時的に活用可能な仕組みであること」や「実証事業の期間中に一
定の運用実績を確保できること」等との整合性が確認された。

運用開始までの準備期間、事業者側の運営負担、対象地域における活用実績、募集可能エリア、人材確保スピード等
の観点から整理を行い、実証事業において試行可能なサービスの抽出を行った。その結果、スポットワーク型としてタイミー、エ
リア外流入型としておてつたびを実証事業の対象サービスとして位置付け、運用実態および課題を把握することとした。

対象地域における受入環境の把握に向けた調査
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○実証事業に向けた整理
本業務での実証事業の選定に際して、以下のように三類型の整理を行った。
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○実証事業

【実施目的】
本実証事業は、対象地域における宿泊施設の人手不足に対
応するため、既存の民間人材確保サービスの実証事業の期間中
の試行導入を通じて、実務上の運用可能性および課題を把握す
ることを目的とする。

【実施期間】
2025年12月13日（土）～2026年１月12日（月）

【事業の対象地域・対象業種】
本業務の対象地域全域の宿泊施設

【対象とした民間人材確保サービス】
タイミー、おてつたび

【選定理由】
・タイミー：募集から就労までの期間が短いこと

比較的速やかに運用開始が可能であること
利用実績に応じた運用が可能であること
短時間業務との親和性が高いこと
宿泊分野における活用事例が確認されていること

・おてつたび：域外からの人材確保が可能であること
数週間程度の継続就労が可能であること
一定の業務習熟が見込まれること
宿泊施設業務の活用事例が確認されていること
地域外人材の受入れ実態を把握できること
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【事業内容】
・個別訪問を行い、サービス説明や導入意向ヒアリング実施
・民間サービスの試行導入を促進するため、希望する事業者へ
以下の支援を実施
・サービス運営事業者と連携した募集ページの作成補助
・募集内容（業務内容、勤務時間等）の整理支援
・観光スポットの写真掲載のための観光協会への協力要請

・実証事業終了後、受入事業者と働き手へのヒアリングによる
課題等の把握

【成果】
・タイミー：一定の関心が示された一方、導入に当たっては慎

重な姿勢がみられた。その結果、実証事業の期間
中の試行導入については応募に至らなかった。

・おてつたび：業務習熟が見込まれる点や、繁忙期における
補助的人員として活用しやすい点に関心が示さ
れ、１事業者から応募があった。しかし、採用者
決定に至ったものの、天候要因により実際の就
労開始には至らなかった。

・本実証事業の受入事業者へのヒアリングに加えて、実証事
業として、対象地域での導入実績先（町・事業者）へのヒ
アリング、人手確保等に関する勉強会、スポットワークに関す
るインターネットリサーチ、先行事例調査を実施
・結果、事業者の導入判断の背景や運用上の懸念事項、受
入れ調整の実務内容等について把握することができ、今後の
人材確保手法検討に資する基礎的な知見が得られた。

北海道根室市市町村名

イーストハーバーホテル事業者名

https://otetsutabi.com/plans/
14522募集URL

2025年12月15日（月）～2026
年１月31日（土）募集期間

50日（※休日：10日）日数

客室・館内の清掃業務切り出す業務

１名定員

２名応募者

１名
（交通機関不良のためキャンセル）
※女性・30代・山形県在住

採用者
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おてつたびタイミー観点

一定期間の滞在を前提とした人材確保
が可能である点について、受入れ体制を
整えられる事業者では前向きな反応が見
られた。一方で、宿泊場所の確保や業務
内容整理を含め、総合的な受入れ可否
の判断が必要とされていた。

即時的な人材確保が可能である点に関
心は示された。一方、少人数体制の宿泊
事業者では、当日の受入れ対応や業務
品質の確保に対する懸念が導入判断に
影響していた。特に清掃業務等、一定の
習熟を要する業務では慎重な判断が見
られた。

事業者の導入判断

募集ページの作成、業務内容の整理、
滞在期間中の連絡調整等、導入前後に
一定の調整業務が発生することが確認さ
れた。短期的な導入に比べ、事前調整の
比重が高い傾向が見られた。

募集条件の設定、当日の業務説明、現
場対応等について、事業者側に一定の
実務負担が生じることが想定された。日
常業務と並行して対応する必要がある点
が、導入に慎重な判断につながっていた。

運用上の実務負担

業務内容の明確化に加え、宿泊場所の
確保、生活面への配慮、受入れスケ
ジュールの整理等、滞在を前提とした準
備が必要であることが確認された。

業務内容の切り出し、作業手順の整理、
品質水準の明確化等が必要であることが
確認された。短時間・単発就労であること
から、業務内容を簡潔に伝える工夫が求
められていた。

受入れに必要な事前準備

天候不良や交通事情等により、現地への
移動が困難となる可能性が確認された。
特に地域外からの移動を伴う場合、外的
要因の影響を受けやすいことが示唆された。

当日キャンセルや人員確保の不確実性
等、事業者側で制御が困難な要素が導
入判断において意識されていた。突発的
な変更が業務全体に影響を及ぼす可能
性が認識されていた。

外的要因による影響可能性

【実証事業からの知見】
本実証事業では各サービスの試行導入を通じて、人材確保手法は、制度上の仕組みだけでなく、現場オペ
レーションとの整合性や受入れ体制の確保が重要な要素となることが確認され、今後の導入検討に当たっては、こ
れらの運用条件を踏まえた整理が必要であることが示唆された。
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①勉強会の開催
・地域における人材確保手法の理解促進および課題共有を目的として、対象地域の役所、観光協会、信用金庫、事業者
等の関係者を対象に、人手不足対策に係る勉強会を開催
・各手法に対する理解が深まるとともに、導入検討に当たっての具体的な論点が整理された。また、勉強会に参加していた事
業者１社が勉強会終了後タイミー導入を行った。

対象地域における受入環境の把握に向けた調査
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②道内のスポットワークに関する調査
・道民のスポットワークサービスに対する事業者の認知状況および導入意向を把握することを目的としてアンケート調査を実施
・利用意向に関しては利用したい＋関心があるで約半数の回答があった。

9.1％ 37.4％ 53.5％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 関心はある

利用したくない

Qスポットワークについて、今後の利用意向を教えてください。（1,000人回答）

○地域全体としての理解促進および課題共有を図る取組
人材確保手法の導入可能性を検討するにあたっては、個別事業者への試行導入のみならず、地域全体としての理解促進
および課題共有を図る取組が必要であることから、①関係機関・事業者を対象とした勉強会の開催、②道内のスポットワーク
に関する認知度調査および③地域全体での取り組んでいる先行事例の調査を併せて実施した。

（アンケート実施概要）
時期：2026年1月13日（火)～20日（水）
対象：北海道居住者 1,000名回収
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③先行事例の調査
・スポットワーク事業者と行政等との連携内容を把握するため、先行事例先を訪問しヒアリングを行った。人手不足が深刻化
する中で、スポットワークを入口として中長期的な人材確保につなげることが可能であることを示すものであり、宿泊業をはじめ
とする人手不足産業においても応用可能な先行事例

●滋賀県とおてつたびの連携事例
滋賀県北部地域（長浜市・高島市・米原市）において、季節的・短期的な人手不足に課題を抱える事業者と、地方で
の観光や就業等への関心が高い人々とのマッチングのため、地域の事業者による「おてつたび」の活用を支援。この取組により、
地域外からの人材確保や地域のファンづくりに取り組む事業者を支援し、県北部地域における人手不足の解消や、地域と継
続的に関わりを持つ「関係人口」の創出を目指す。
（県の業務内容）
①地域事業者への周知、②活用サポート、③手数料補助、④活用パンフレット作成

●滋賀県守山市でのタイミー連携事例
守山市および守山商工会議所は、働く人材のマッチングサービスを展開するタイミーと連携協定を締結し、地域の人手不足、
担い手不足解消に取組
（役割分担）
・守山商工会議所：セミナー開催のための場の提供や周知・集客、事業者への伴走支援
・タイミー：セミナーの開催、登録事業者に対する求人掲載および働き手とのマッチングまでの支援
・守山市：両者とともに情報連携をしつつ、連携に基づく取組で得られた情報により施策を立案

対象地域における受入環境の把握に向けた調査
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対応策課題

・繁閑差対応・リピーター確保目的での導入
・お試し勤務によるミスマッチ防止・定着率向上目的での導入
・閑散期からの段階的な習熟を前提とした受入体制構築
・業務設計・採用プロセスの一部として位置付け

・スポットワークは一時的な人手補充では定着
しにくい。先行事例からの示唆
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対象地域における人口減少、高齢化率の上昇を踏まえると、各宿泊事業者が人手不足の対策を行わない場合には、稼
働率低下やサービス水準下降などによる売上減少を招き、最悪閉鎖・廃業も想定しなければいけない状況となる可能性があ
る。こうした事態は、地域経済の低迷をもたらすだけではなく、さらなる人口減少、事業所数減少等へつながり、地域全体の活
力が損なわれていく。地域が一体となって人手不足解消の取組みを進めることを期待したい。

軽減・解消に向けた方向性・方策主な阻害要因仮説・テーマ

・観光分野単独ではなく地域全体の人手不足対策として整理
・短期・短時間就労や地域外人材活用など多様な働き方を前提とした人材確保策の検討

・観光コンテンツ自体は一定数存在し潜在的な魅力
も有している。
・一方で他産業を含め地域全体で人手不足が生じ
ており既存コンテンツを十分に提供・活用できていない。
・案内や対応に十分な人手を割けず滞在時間が短く
なっている。

滞在型観光コンテンツの不足

・空き家・空き施設等を活用した民泊・小規模宿泊施設の活用促進
・補助金等を活用した改修・開業支援
・分散型・小規模宿泊施設の整備を前提とした支援

・時期・曜日・季節により宿泊需要が集中し特に繁忙
期に施設数が不足
・工事関係者等による通年需要もあり周辺市町への
宿泊流出が発生
・繁閑差が大きく大規模施設新設は事業性の面で
ハードルが高い。

宿泊施設数の不足

・地域内人材プール型・スポットワーク型・エリア外流入型の併用検討
・実証事業や勉強会を通じた新たな人材確保手法の理解促進

・現状では経営者の労働力や知人紹介等で稼働率
低下は顕在化していない
・人口減少・高齢化・若年層流出により中長期的な
人手確保が困難
・従来の人材確保手法が頭打ち

宿泊施設の人手不足
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支援例課題

・行政による導入支援・周知・手数料補助等
→業務の標準化・写真付きマニュアル整備への支援
→共通勉強会や実証的取組による導入ハードル引下げ
・長期採用への入口としてお試し勤務での活用

・誰が来るかわからないことへの不安
・短時間就労者への指導負担
・業務の切り出し・マニュアル化が不十分

スポットワーク型
（タイミー）

・行政による導入支援・周知・手数料補助等
→公的施設（お試し住宅・未稼働公的住宅等）の宿泊提供支援等

・人材ニーズは高いが受入側で働き手の宿泊
施設確保が必要
・サービス導入に一定のハードルが存在

エリア外流入型
（おてつたび）

宿泊施設へのヒアリングでは、スポットワーク利用に関して、「短時間就労者への指導負担」「働き手のレベルへの不安」「依
頼業務の切出し（マニュアル化）困難」など、何点かのハードルを感じている。こうした課題はスポットワーク特有の構造的な問
題である一方、業務の標準化やマニュアル整備への支援をすることで、一定程度克服可能であることも他分野の事例から確
認されている。

おてつたびに関しては、実証事業の結果や対象地域内での活用事例を確認すると、短期間で複数の応募があり、地域外か
ら来て働きたいとのニーズは高いと想定できる。おてつたびの調査では、道東の宿泊業は約4.8倍（全業種約4.5倍）と非常
に高くなっている。さらに、受け入れた宿泊施設へのヒアリングでは、サービスや働き手への満足度も高く、地理的不利地域とも
いえる対象地域内と相性が良く、導入することで人手不足の解消につながると考えている。しかし、働き手の宿泊施設を受入
施設で確保する必要があり、サービス導入のハードルとなっている。これについては、行政による公的施設（お試し住宅、未稼
働公的住宅等）の宿泊施設提供などの対応策が期待できる。

行政の役割としては、事業者単独では導入判断が難しい新たな仕組みについて、情報提供や勉強会の実施、活用事例の
共有を通じて導入環境を整備することが考えられる。また、地域の実情に応じた運用方法の整理や関係主体間の調整を担う
ことも重要である。

【行政の支援例】


